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交通行動分析に代表される離散選択モデリングにおいて，選択肢集合の形成とその選択肢集合を所与と

した離散選択という二段階の意思決定をそれぞれモデリングする必要性が指摘されている．本研究では，

既存モデルでは対処できなかった (a) 選択肢の利用可否の非独立性，(b) 離散選択・選択肢集合形成モデル

間の非観測異質性，(c) 離散選択・選択肢集合モデルの両方に生じる内生性を対処する新しいモデルを提

案する．これにより，政策変数が離散選択行動に与える影響の推定に影響を及ぼすバイアスを補正できる．

提案モデルは居住地選択や目的地選択など，離散選択分析におけるその他の文脈においても適用可能であ

る． 
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1. はじめに 

 

人々の離散的な交通行動は，選択肢集合の形成とその

選択肢集合を所与とした離散選択という二段階の意思決

定から構成されると想定し分析を行うのが望ましい．交

通手段選択の例を用いて説明すると，人々が選択した移

動手段は (1) 利用可能な交通手段の認知，(2) 利用可能な

交通手段の中から得られる効用が最も高い交通手段を選

択，という二段階の意思決定の結果であると解釈できる．

この場合，公共交通が利用可能な交通手段として人々に

認知されていない，すなわち公共交通が人々の選択肢集

合にそもそも含まれない場合には，公共交通のサービス

レベルを改善したとしても公共交通利用への転換にはつ

ながらない可能性が高い．また，公共交通が人々の選択

肢集合に含まれるために必要な施策の一つとして公共交

通へのアクセスの改善が挙げられるが，アクセス改善に

よる総所要時間の減少により公共交通を選択する場合の

効用も同時に高まると考えられる．したがって，より効

率的に人々の交通行動を望ましい方向へ転換させるため

にも，人々の選択肢集合形成と選択肢集合を所与とした

離散選択にそれぞれ影響を及ぼす要因とその影響度を正

確に明らかにすることが必要である． 

離散選択分析において選択肢集合の形成過程を考慮す

る必要性は長年指摘されており，そのための方法論も数

多く開発されてきた．なかでも，Manski (1977)1) は上述し

た二段階の意思決定を明示的にモデリングするフレーム

ワークを提示しており，このフレームワークに従う形で

Swait and Ben-Akiva (1987)2) は Independent Availability Logit 

(IAL) モデルを提案している．IALモデルは，選択肢が利

用可能か否かがそれぞれ独立に決定されると仮定した上

で，確率的な選択肢集合形成過程を離散選択モデルに組

み込んだモデルである．Habib (2019)3) はこの IALモデル

を拡張する形で Semi-Compensatory Independent Availability 

Logit (SCIAL) モデルを提案しており，SCIAL モデルはあ

る選択肢が利用可能であるということ自体が，その選択

肢を選択する確率に影響を与えるという現象，すなわち

選択肢集合形成と離散選択の関連性を (部分的に) 説明す

ることができる．これにより，離散選択における非保証

型意思決定を表現している．しかし，これらのモデリン

グは選択肢集合が観測されないことを前提としており，

そのためモデルの記述力が限定的である．具体的には， 

(a) 選択肢の利用可否の非独立性 

(b) 離散選択・選択肢集合形成モデル間の非観測異質性 

(c) 離散選択・選択肢集合モデルの両方に生じる内生性 

を記述できないという課題を抱えている．以下ではそれ

ぞれ具体的に説明する． 

それぞれの選択肢が利用可能かどうかは必ずしも独立

に決定されるとは限らず，時には同時に決定されうる．
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交通手段選択の例を挙げると，自動車への依存度が高く

公共交通利用志向の低い人々にとって，バスと電車はど

ちらも選択肢集合に入らない可能性が高い．この場合，

自家用車の利用可否と公共交通の利用可否は負の相関関

係，また同じ公共交通であるバスと電車の間には正の相

関関係があると考えられる．選択肢の利用可否が独立に

決定されると仮定している IALモデルやSCIALモデルで

は，選択肢集合形成におけるこのような相関関係を十分

に捉えることができない． 

離散選択とその選択肢集合形成を確率的にモデリング

するためには，それぞれのモデルに誤差項を仮定する必

要がある．しかし，この 2つのモデルの誤差項は互いに

独立ではないと考えられる．ここでも交通手段選択の例

を挙げるが，公共交通利用志向のある個人は，公共交通

が選択肢集合に含まれる可能性が高く，また実際に公共

交通を選択する可能性が高い．このように両方のモデル

に同時に正の影響を及ぼす主観的な選好が未観測の場合，

モデルの誤差項間に正の共分散，すなわち観測されない

異質性が生じる．交通利用志向等の主観的な選好は一般

に観測されないため，このような 2つのモデル間の非観

測異質性を記述可能なモデルが必要である． 

また，誤差項と説明変数を設定し，説明変数に対応す

るパラメータを推定するということは，説明変数と誤差

項が独立しているという仮定を暗に採用することになる．

このようなモデルにおいて，説明変数と誤差項が相関し

ている，すなわち説明変数が内生変数である場合，対応

するパラメータの推定値にバイアスが発生する．一般に

この現象を内生性，生じるバイアスは内生性バイアスと

呼ばれている．離散選択モデルにおける内生性への対処

法は数多く提案されているが，筆者の知る限り，選択肢

集合形成モデルにおける内生性に対処した既存研究は存

在しない． 

本研究では，人々の選択肢集合が観測されたという条

件下で，上述の 3つの課題に同時に対処するモデルを提

案する．近年では選択肢集合を実際に観測する試みが行

われており，例えば，米国で数年毎に実施されている世

帯旅行調査 (National Household Travel Survey; NHTS) の 2017

年度に実施された最新の調査において，交通手段選択に

おける選択肢集合を直接的に尋ねる設問が新たに追加さ

れている．このような調査により実際の選択肢集合が観

測された場合，選択肢集合形成モデルはそれぞれの選択

肢の利用可否の 2値情報 (選択肢集合に含まれる/含まれ

ない) を利用して複数の 2 項選択モデルの同時確率で表

現することができる．本提案モデルはこの選択肢集合形

成モデルと選択肢集合を所与とした離散選択モデル，内

生変数を従属変数とする線形モデルの間の誤差構造をプ

ロビットモデルのフレームワークで柔軟に表現すること

により，上述した 3つの課題へ対処する． 

2. 離散選択とその選択肢集合形成のモデリング 

 

ここでは，Manski (1977) による離散選択とその選択肢

集合形成の同時モデリングについて説明する．その後，

提案モデルとManskiのモデルの違いについて説明する． 

まず，全ての個人に共通な取りうる最大の選択肢集合

を𝐶とし，そのサブセットである個人𝑖 ∈ 𝑛の選択肢集合

を𝐶̃𝑖と仮定する．Manski (1977) は離散選択モデルとその

選択肢集合形成モデルをかけあわせた以下のモデルを提

案している． 

𝑌𝑖は個人𝑖の離散選択結果，𝐺𝑖は個人𝑖の取りうる全ての

選択肢集合の組み合わせである．これより，このモデル

では全ての選択肢集合の組み合わせ毎の同時確率

Pr(𝑌𝑖 = 𝑡|𝐶̃𝑖)Pr(𝐶̃𝑖)を足し合わせることにより，選択肢

集合形成の確率を消去している．そのため，モデルの結

果変数は𝑌𝑖のみである．これにより，実際の選択肢集合

𝐶̃𝑖の観測を必要とせずに，離散選択モデルに選択肢集合

形成過程の影響を組み込むことが可能である． 

個人の選択肢集合𝐶̃𝑖は通常観測されないため，この

Manskiによるフレームワークは非常に実用的であり，多

くの研究により踏襲・拡張されている．しかし，個人の

選択肢集合が観測されたと仮定すると，選択肢集合形成

そのものをモデル化でき，選択肢集合形成の確率を消去

する必要はない．本研究では個人の選択肢集合が観測さ

れたと仮定し，以下のように個人の選択肢集合と選択結

果の同時確率のモデリングを行う． 

この点において，本稿にて提案するモデルはManskiとそ

の拡張モデルと異なる． 

 

3. 提案モデル 

 

提案モデルは (1) 選択肢集合形成モデル，(2) 選択肢集

合を所与とした離散選択モデル，(3) 内生変数を従属変

数とする線形回帰モデル，の 3つのモデルから構成され

ており，誤差構造を通じて互いに依存関係があることを

許容する．以下ではそれぞれのモデルと誤差構造につい

て説明する． 

 

(1) 選択肢集合形成モデル 

 

提案モデルでは IALモデルのフレームワークに従い，

ある選択肢𝑗の利用可否を，選択肢𝑗が個人𝑖の選択肢集

合に含まれる，すなわち𝑗 ∈ 𝐶̃𝑖の場合は𝑍𝑖𝑗 = 1，それ以

外の場合は𝑍𝑖𝑗 = 0として，2 値の確率変数𝑍𝑖𝑗として定

Pr(𝑌𝑖 = 𝑡) = ∑ Pr(𝑌𝑖 = 𝑡|𝐶̃𝑖)Pr(𝐶̃𝑖)𝐶𝑖⊆𝐺𝑖
, 𝑡 ∈ 𝐶̃𝑖, (1) 

Pr(𝑌𝑖 = 𝑡, 𝐶̃𝑖) = Pr(𝑌𝑖 = 𝑡|𝐶̃𝑖)Pr(𝐶̃𝑖), 𝑡 ∈ 𝐶̃𝑖. (2) 
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義する．例えば，𝐶 = (1, 2, 3, 4)かつ𝐶̃𝑖 = (1, 3)の場合，

(𝑍𝑖1, 𝑍𝑖2, 𝑍𝑖3, 𝑍𝑖4) = (1, 0, 1, 0)となる．IAL モデルの拡

張モデルである SCIAL モデルでは，選択肢𝑗が個人の選

択肢集合𝐶̃𝑖に含まれる確率Pr(𝑍𝑖𝑗 = 1)を2項ロジットモ

デルによりモデル化している．拡張性の高い柔軟な誤差 

構造を持たせるため，提案モデルでは以下に示すよう

に 2項プロビットモデルを用いる． 

Pr(𝑍𝑖𝑗 = 1) = Pr(𝑧𝑖𝑗
∗ > 0), 

where 𝑧𝑖𝑗
∗ = 𝑤𝑖𝑗

′ 𝛼𝑗 + 𝐷𝑖𝜔𝑍𝑗 + 𝜂𝑖𝑗, 
(3) 

𝑧𝑖𝑗
∗は潜在効用，𝑤𝑖𝑗と𝛼𝑗はそれぞれ説明変数と対応する

パラメータベクトルである．𝐷𝑖は連続量の内生変数で

あり，𝜔𝑍𝑗は内生変数に対応するパラメータである．𝜂𝑖𝑗

は平均 0，分散Σ𝑍𝑗𝑗の正規分布に従う誤差項であり，全

ての誤差項𝜂𝑖 = (𝜂𝑖1, 𝜂𝑖2, … , 𝜂𝑖𝐽)
′
は以下のような分散共

分散を持つ多変量正規分布から発生すると仮定する． 

Σ𝑍𝑙𝑚は選択肢𝑙と選択肢𝑚との間の誤差共分散であり，𝐽

は個人の選択肢集合に含まれうる選択肢の総数である．

Σ𝑍𝑙𝑚が正の場合，選択肢𝑙と選択肢𝑚が同時に選択肢集

合に含まれる確率に影響を及ぼす未観測な要因が存在し

ていることを示唆する． 

ここで，選択集合形成モデルに生じる内生性について

説明する．本稿では説明の簡略化のため，提案モデル全

体で 1種類の内生変数𝐷𝑖を想定している．考えられる内

生変数𝐷𝑖として代表的なものとして，居住地周辺の建

築環境 (built environment) が挙げられる．人々は自らの居

住地を選択する際，将来とりうる交通行動を想定し，自

分が好む交通行動 (例: 電車通勤) に適した居住地を選択

する可能性がある．このような交通行動に関連する主観

的な選好が居住地選択に影響を及ぼす現象は居住地の自

己選択 (residential self-selection) と呼ばれ，交通行動モデル

において内生性の問題を引き起こす代表的な例である 4)．

そのような主観的な選好が観測され説明変数𝑤𝑖𝑗の中に

含まれた場合，(3) のモデル上では内生性の問題は解消

される，つまり𝐷𝑖は外生変数となる．しかし，主観的

な選好は一般に観測が困難であり，その影響は誤差項

𝜂𝑖𝑗に含まれることがほとんどである．𝐷𝑖に影響を与え

る主観的な選好が誤差項𝜂𝑖𝑗に含まれることにより，主

観的な選好を通して𝐷𝑖と誤差項𝜂𝑖𝑗との間に相関が生じ

る．この場合𝐷𝑖は内生変数となり，対応するパラメー

タ𝜔𝑍𝑗の推定値にバイアスが生じる．したがって多くの

場合，交通インフラや公共空間の質といった近隣の建築

環境に関する変数は交通行動分析においては内生変数で

ある可能性が高いと考えられ，離散選択モデルだけでな

く選択肢集合形成モデルにおいても内生性への対処は非

常に重要な課題である． 

提案モデルは選択肢集合形成確率Pr(𝐶̃𝑖)を全選択肢の

利用可否𝑍𝑖 = (𝑍𝑖1, 𝑍𝑖2, … , 𝑍𝑖𝐽)
′
の同時確率として以下の

ように多変量プロビットモデルにより記述する． 

𝑧𝑖
∗ = (𝑧𝑖1

∗ , 𝑧𝑖2
∗ , … , 𝑧𝑖𝐽

∗ )
′
， 𝑤𝑖 = diag(𝑤𝑖1

′ , 𝑤𝑖2
′ , … , 𝑤𝑖𝐽

′ ) ， 

𝛼 = (𝛼1, 𝛼2, … , 𝛼𝐽)
′
， 𝜔𝑍 = (𝜔𝑍1 , 𝜔𝑍2 , … , 𝜔𝑍𝐽)

′

，

𝜙𝐽(∙ |𝑤𝑖𝛼 + 𝐷𝑖𝜔𝑍, Σ𝑍)は平均𝑤𝑖𝛼 + 𝐷𝑖𝜔𝑍，分散共分散

行列Σ𝑍の J 次元正規分布の確率密度関数，𝐴𝑖𝑗は𝑍𝑖𝑗 = 1

のとき (0,∞)，𝑍𝑖𝑗 = 0のとき(−∞,0]をとる区間である． 

 

(2) 離散選択モデル 

 

個人の選択肢集合𝐶̃𝑖を所与とした離散選択𝑌𝑖の確率は 

𝑦̃𝑖
∗ = (𝑦̃𝑖1

∗ , 𝑦̃𝑖2
∗ , … , 𝑦̃𝑖𝐽𝑖

∗ )
′
は選択肢集合𝐶̃𝑖に含まれる選択

肢を選択した場合の潜在効用ベクトルであり，𝑦𝑖
∗ =

(𝑦𝑖1
∗ , 𝑦𝑖2

∗ , … , 𝑦𝑖𝐽
∗ )
′
の部分集合となる．また，𝐽𝑖は個人の

選択肢集合𝐶̃𝑖に含まれる選択肢の総数である．選択肢𝑗

を選択した場合の潜在効用は以下のように定義される． 

𝑥𝑖𝑗と𝛽𝑗は説明変数と対応するパラメータベクトル，𝐷𝑖

は内生変数，𝜔𝑌𝑗は対応するパラメータである．誤差項

ベクトル𝜀𝑖 = (𝜀𝑖1, 𝜀𝑖2, … , 𝜀𝑖𝐽)
′
は以下の分散共分散を持

つ平均 0の J次元多変量正規分布に従う． 

Σ𝑌𝑙𝑚は選択肢𝑙と選択肢𝑚との間の選択肢相関を捉える

共分散である．したがって選択肢集合を所与とした離散

選択確率Pr(𝑌𝑖 = 𝑡|𝐶̃𝑖)は，多項プロビットモデルの枠組

みで以下のように記述される． 

𝑥𝑖 = diag(𝑥𝑖1
′ , 𝑥𝑖2

′ , … , 𝑥𝑖𝐽
′ )，𝛽 = (𝛽1, 𝛽2, … , 𝛽𝐽)

′
，𝜔𝑌 =

(𝜔𝑌1 , 𝜔𝑌2 , … , 𝜔𝑌𝐽)
′

，𝒴(𝑖)はmax(𝑦̃𝑖
∗) = 𝑦̃𝑖𝑡

∗となるため

𝜂𝑖~𝑁𝐽[𝟎, Σ𝑍], where Σ𝑍 =

(

 
 

Σ𝑍11 Σ𝑍12 ⋯ Σ𝑍1𝐽
Σ𝑍21 Σ𝑍22 ⋯ Σ𝑍2𝐽
⋮ ⋮ ⋱ ⋮
Σ𝑍𝐽1 Σ𝑍𝐽2 ⋯ Σ𝑍𝐽𝐽)

 
 

, (4) 

Pr(𝐶̃𝑖) = Pr(𝑍𝑖|𝛼, 𝜔𝑍 , Σ𝑍) =

∫ ⋯∫ 𝜙𝐽(𝑧𝑖
∗|𝑤𝑖𝛼 + 𝐷𝑖𝜔𝑍, Σ𝑍)𝐴𝑖1

𝑑𝑧𝑖
∗

𝐴𝑖𝐽
, 

(5) 

Pr(𝑌𝑖 = 𝑡|𝐶̃𝑖) = Pr(max(𝑦̃𝑖
∗) = 𝑦̃𝑖𝑡

∗ ), ∀𝑡 ∈ 𝐶̃𝑖, (6) 

𝑦𝑖𝑗
∗ = 𝑥𝑖𝑗

′ 𝛽𝑗 + 𝐷𝑖𝜔𝑌𝑗 + 𝜀𝑖𝑗, (7) 

Σ𝑌 =

(

 
 

Σ𝑌11 Σ𝑌12 ⋯ Σ𝑌1𝐽
Σ𝑌21 Σ𝑌22 ⋯ Σ𝑌2𝐽
⋮ ⋮ ⋱ ⋮
Σ𝑌𝐽1 Σ𝑌𝐽2 ⋯ Σ𝑌𝐽𝐽)

 
 

, (8) 

Pr(𝑌𝑖 = 𝑡|𝐶̃𝑖) = ∫ 𝜙𝐽(𝑦𝑖
∗|𝑥𝑖𝛽 + 𝐷𝑖𝜔𝑌, Σ𝑌)𝑑𝑦𝑖

∗
𝑦𝑖
∗∈𝒴(𝑖)

, (9) 
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に潜在効用𝑦𝑖
∗ = (𝑦𝑖1

∗ , 𝑦𝑖2
∗ , … , 𝑦𝑖𝐽

∗ )
′
が取りうる範囲である．

𝐽𝑖 = 1の場合，潜在効用𝑦𝑖
∗はどのような値でもとりうる

ため，選択確率Pr(𝑌𝑖 = 𝑡|𝐶̃𝑖)は 1に帰着する． 

 

(3) 内生変数を従属変数とする線形モデル 

 

提案モデルは操作変数法により内生性バイアスの補正

を行う．離散選択モデルにおいて操作変数法を援用した

内生性への対処法は数多く提案されており 5)，なかでも

コントロール関数法が有名である．本研究では，コント

ロール関数法の一種である操作変数モデル 6)のフレーム

ワークを応用し，選択肢集合形成モデルと離散選択モデ

ルに生じる内生性への対処を試みる．そのためには，以

下のように内生変数を従属変数とする線形モデルを仮定

する必要がある． 

𝐷𝑖 = 𝜈𝑖
′𝛿 + 𝜇𝑖, (10) 

𝜈𝑖と𝛿は操作変数を含む説明変数と対応するパラメータ

ベクトルである．𝜇𝑖は誤差項であり，平均 0，分散𝜉2の

正規分布に従う．操作変数は内生変数𝐷𝑖と相関してい

る必要があるが，選択肢集合形成モデルと離散選択モデ

ルの誤差項𝜂𝑖 , 𝜀𝑖とは相関してはならない (操作変数の除

外制約条件)．除外制約条件を満たす適切な操作変数を

用いた上で，内生変数𝐷𝑖を従属変数とする線形モデル

の誤差項と選択肢集合形成モデルと離散選択モデルの誤

差項𝜂𝑖 , 𝜀𝑖との共分散を推定することにより，内生変数

𝐷𝑖に対応するパラメータ𝜔𝑍 , 𝜔𝑌の推定値に生じる内生

性バイアスを補正できる．提案モデル全体の具体的な誤

差共分散構造については次節にて説明する． 

 

(4) 提案モデルの誤差構造 

 

選択肢集合形成モデルと離散選択モデルの潜在効用

𝑧𝑖
∗, 𝑦𝑖

∗と内生変数𝐷𝑖は以下の多変量正規分布に従う． 

(

𝑧𝑖
∗

𝑦𝑖
∗

𝐷𝑖

)~𝑁2𝐽+1 [(

𝑤𝑖𝛼 + 𝐷𝑖𝜔𝑍
𝑥𝑖𝛽 + 𝐷𝑖𝜔𝑌

𝑣𝑖
′𝛿

) , (

Σ𝑍 Σ𝑍,𝑌 𝜎𝑍

Σ𝑍,𝑌
T Σ𝑌 𝜎𝑌

𝜎𝑍
T 𝜎𝑌

T 𝜉2
)], (11) 

𝜎𝑍 = (𝜎𝑍1 , 𝜎𝑍2 , … , 𝜎𝑍𝐽)
′

，𝜎𝑌 = (𝜎𝑌1 , 𝜎𝑌2 , … , 𝜎𝑌𝐽)
′

，𝜎𝑍𝑗は

誤差項𝜂𝑖𝑗 , 𝜇𝑖の間の共分散，𝜎𝑌𝑗は𝜀𝑖𝑗 , 𝜇𝑖の間の共分散で

ある．Σ𝑍,𝑌 = diag(𝜌1, 𝜌2, … , 𝜌𝐽)，𝜌𝑗は誤差項𝜂𝑖𝑗 , 𝜀𝑖𝑗の

間の共分散である．(1)で説明したように，分散共分散

行列Σ𝑍を式 (4) のようにパラメータ化することにより，

提案モデルは選択肢の利用可否の非独立性を表現してい

る．また，Σ𝑍,𝑌により選択肢集合形成モデルと離散選択

モデルの非観測異質性を捉えることが可能である．また，

両方のモデルに生じる内生性バイアスは，内生変数と誤

差項の相関を𝜎𝑍, 𝜎𝑌により捉えることで補正を行う． 

4. おわりに 

 

本研究では，離散選択とその選択肢集合形成を統合し

たモデリングにおいて， (a) 選択肢の利用可否の非独立

性，(b) 離散選択・選択肢集合形成モデル間の非観測異

質性，(c) 離散選択・選択肢集合モデルの両方に生じる

内生性，に対処するモデルを提案した．提案モデルは交

通行動選択だけでなく，居住地選択や目的地選択等，

様々な文脈の離散選択分析にも適用可能である． 

 提案モデルはある政策変数が離散選択に与える影響を

精査する必要がある場合に有効である．交通手段選択の

例を挙げると，政策変数として公共交通のサービスレベ

ルを想定した場合，公共交通のサービスレベルの向上が

真に公共交通への転換につながるのかどうかを調べるこ

とは需要予測の点からも重要である．このとき，既存手

法による分析では生じうる上述の (a-c) の問題に対応する

ことができず，それにより政策変数の感度を過大 (また

は過少) に推定している可能性がある．また，政策変数

に対応するパラメータの推定値に生じるバイアスの発生

要因を考察することで，離散選択とその選択肢集合形成

についてより理解を深めることにつながると考えられる． 
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